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登壇 

 

司会：これから 2027 年 2 月期第 1 四半期、Web 決算説明会を始めます。まず、前半 10 分程度で

決算の概要についてご説明いたします。その後は質疑応答の時間をもうけております。事前にメー

ルでご案内しております方法にて行いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、安藤よりご説明を始めさせていただきます。 

 

安藤：よろしくお願いいたします。2027 年 2 月期の第 1 四半期決算説明を差し上げます。今回は

前期の通期決算時に出せなかった、今期どういう方針でやっていくのかを中心にお話しさせていた

だきまして、第 1 四半期の決算の概要につきましては後ほどご覧くださいというかたちで進めてい

ければと思います。 
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業績予想です。 
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前期が売上 65 億円、営業利益が 5 億円弱というところだったのですが、今期は 62 億円の売上

で、営業損失 2 億円というかたちで見込んでおります。 

前期は投資有価証券の売却が 10 億円あったこと、あと詳細は後述しますが、6 月末に連結子会社

でありました福島スポーツエンタテインメント株式会社を連結除外しました。こちらのほうでも年

間 8 億円強、9 億円弱ぐらいの売上がございましたので、そちらの売上が減少ということになって

おります。 

一方で M&A の取込みを 3 社分、期途中からやっていきますので、そちらのほうで売上、利益が増

加するかたちになっております。ただ、組織コンサル事業のほうは年々収益が悪化してきていると

ころがございますので、こちらに関しては今期しっかり立て直していきたいと思っております。 
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今期 2027 年 2 月期のグループ戦略は、大きく三つの柱を掲げて進めていきたいと考えておりま

す。一つ目は祖業でございます組織コンサルティング事業、こちらは収益率の高い事業でございま

すが、年々利益率が悪化している現状がございまして、第 1 四半期につきましても赤字になってし

まったところに関しては、この組織コンサルティング事業の収益率が悪かったところが一つの原因

になっております。今一度、こちらの事業をキャッシュカウとしてしっかり育てていくのが、一つ

目の柱でございます。 

二つ目は福島スポーツエンタテインメントの非連結子会社化でございまして、こちらは事実上完了

している認識ではございますが、やはりこの数年間、グループ決算に財務面におきましては大きく

負担をかけていた、福島スポーツエンタテインメントを非連結化することを実行いたしました。 

三つ目は、連続 M&A を着実に実行していって、売上、利益の成長に向けて、今期はスタートの年

でございます。もちろん M&A のソーシングに関しましては 1 年以上前から徐々にやってきたとこ

ろでございますが、ようやく結果となって表れてきて、今期発表済みで 3 社、M&A を実行できて

おりますので、こちらの会社を着実に収益改善していくところを進めていきたいと思っておりま

す。 
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喫緊の課題であります組織コンサルティング事業の収益改善なのですが、収益悪化の原因はどこに

あるかなのですけれども、メインの事業であります組織コンサルティング、マネジメントコンサル

ティングプラットフォームという、いわゆる上場前から、創業時からずっとやっておりました組織

コンサルの事業だけで物事を進めていれば、非常に高い利益率ではあったのですけれども。 

お客様がたくさんおられるところから、付帯サービスであります識学キャリア、採用のサービス、

マーケティング代行のサービスを拡大していこうということでやってきました。サービス自体は非

常にお客様の満足度も高くやってこられているものの、やはりメインのマネジメントコンサルティ

ングやプラットフォームと比較すると収益率が悪く、売上拡大をねらって既存のお客様以外に新規

顧客の開拓等を進めていった結果、どちらも事業単体でいうと赤字の事業になってしまったという

ことでありますので、この辺りの位置づけをどうするかをしっかり明確にしていきたいと思ってい

ます。 

もう一つは単純に新規顧客獲得に苦しんでいる中で、Web マーケティング偏重だったところでご

ざいます。要は同じやり方をずっとやり続けてきておりますので、そういう意味では 1 社当たりの

獲得コストが高騰し続けている現状をどう打破するかが、今期の課題かと思っております。 

その上で先ほど申し上げましたとおり、不採算事業への投資抑制ということで、先ほどの識学キャ

リアやマーケティング代行に関しましては、事業の可否判断も含めて今期、投資抑制を図っていく

ところでやっていきたいと思っています。 
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Web マーケティングに関しましては、もろもろ見直しのほうを行っている中で、広告宣伝費をず

っと活用してきた中ではあるのですけれども、自社が新規顧客を獲得するにあたり、今一度マーケ

ット、ブランディングの方法を見直していこうという中で、まず一つはわれわれの今までの強みで

あります、顧客の組織改善実績を前面に押し出すことができていなかったということでございま

す。 

上場時はこれらを打ち出して、新規顧客の獲得の 6 割から 7 割が自社の主催セミナーや、いわゆる

顧客紹介側で獲得できていたのが、今は大きく比率を下げている状況でありますので、顧客の改善

実績を軸に、自社のお客様からのつながりをもとに新規顧客を獲得していくところに、今一度力を

入れていくこと。 

あとは創業から新たな仕組み、新たな考え方を世の中に広げようということで、尖ったマーケティ

ング、ブランディングをしてきたところがあり、一部それが識学に対する勘違いのイメージを世の

中に広めているところもあるかというところでございますので、ブランディングを刷新していく。

これは次ページでご説明したいと思います。 

あとは AI 等の活用によって販管費の削減を行い、欠員補充を基本的に社内異動で行うことによっ

て、総人件費を削減していきます。 

2027 年 2 月末時点においては、月次営業利益率 10%の達成を目指して進めていきたいと思ってお

ります。ですので、大体月次の売上は 3 億 5,000 万円から 4 億円ぐらいの推移になっておりますの
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で、大体月の営業利益は 3,500 万円から 4,000 万円ぐらいを、組織コンサル単体では出せる状況に

戻していくところを掲げて、進めていきたいと思っております。 
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ブランディング変更は、識学は管理手法、つまり経営者や管理職のためのものというものであった

ものから、識学が入ることで従業員の皆さんにとってもプラスになるというところを、しっかり訴

求して進めていきたいと考えております。 

ここに書いてあるタグラインのところが一番のポイントでございまして、経営者や管理職の皆さん

に、マネジメントには正解があるというメッセージで伝えていたところを、識学が導入されれば迷

いがなくなって、人はもっと成長できる。こういうメッセージを中心に伝えていく。ロゴのほうも

少し堅苦しいイメージから、もう少し格好良いデザインに切り替えていきたいと考えております。 
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福島スポーツエンタテインメントにつきましては、株式の一部を K Asset Management にお渡し

するかたちで、こちらは持分法適用に移行していくと。福島につきましては今後数年間、一定の投

資をいただくことについての、ある程度の取り決めの下、K Asset 様に株を持っていただきまし

た。よってその赤字分に関しましては、新親会社でしっかり補填いただくかたちになっております

ので、持分法適用後も基本的にはマイナスの影響を決算上、受けないかたちになっております。 
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連続 M&A のところでございますが、SPA 締結済みで発表済みが 3 社。詳細はこの決算資料の後半

に載せております。あとは意向表明の応諾済みということで 1 社、追加実行を検討が 1 社で、今期

はこの最大 5 社の M&A を進めていきながら、来期はいったん新規に関しては少し速度を緩めなが

ら、この 5 社をしっかり改善していく 1 年に充てたいと思っております。 

われわれも一定ノウハウはたまっているところではあるものの、こういうかたちでの M&A は初め

てですから、ここでしっかり実績を上げていくことが確認できたときにもう 1 回、踏み直すことを

やっていきたいと考えております。 
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われわれの全体戦略は組織コンサル、長期保有型の M&A とファンドの 3 軸で進めていくかたちに

なっております。 
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今期予想、改めてですが売上 62 億円、営業損失 2 億円と、このように取り組んでいきたいという

ことでございます。第 1 四半期に関しては今申し上げたように組織コンサルのほうが少し不調でし

たので、営業利益がこのようなかたちになっているということでございます。 
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最後に 31 ページの今後数年間、どういうイメージで考えているかでございますが、来期は今 3 社

決定で 4 社目意向表明で、4 社目までしっかり完了すると、そのまま来期 1 年間その売上を取り込

むことができれば、おおよそ組織コンサルティングとの売上比率は、これぐらいになるかと考えて

おります。 

そこから計画的に M&A を繰り返していって、5 年後には組織コンサルティングとの売上比率はこ

れぐらいをイメージしていると。来期、組織コンサルティングは横ばいで出しているのですけれど

も、この M&A の実績がしっかり上がってくると、組織コンサルティング側の有用性の証明にもつ

ながり、結果的に組織コンサルティングもじわじわ、もう一度拡大のタイミングに入っていくので

はないかと考えております。 

組織コンサルティングに関しましては毎年微増を繰り返していきながら、M&A のほうで売上、利

益をしっかり伸ばしていくことを継続的に実行していく。そういう中長期のイメージで進めていけ

ればと考えております。 

簡単ではございますが、以上で終わりとさせていただければと思います。 
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質疑応答 

 

司会 [M]：それでは、ここから質疑応答の時間といたします。ご質問がある方は、手を挙げるボタ

ンを押してお待ちください。こちらから順番にミュートの解除依頼をいたしますので、依頼が画面

に表示された方は解除してからお話しください。またご質問の際は、会社名とお名前を先におっし

ゃっていただいてから、ご質問いただきますようお願いいたします。 

質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。 

質問者 [Q]：識学基本サービスの契約下げ止まり、反転に関する時期のめどを教えてください。

FSE の株式保有と売却に伴い、得たこと、反省点を総括して教えてください。 

安藤 [A]：一つ目、基本サービスの契約下げ止まりに関しては、解約率のほうは低減できてきてい

るところがございますので、新規契約が今の水準より 1.5 倍から 2 倍ぐらいになってくればという

ところでございまして、下げ止まりのめどは明確には設定できていないのですけれども、今期、こ

の第 2 四半期中には反転できるようにやっていきたいと思っております。 

足元、顧客紹介を中心とした新規獲得の方法に切り替えていっている中では、割と感触が良いとい

うか、もともともっと早めにやっておくべきだったという話なのですけれども、というところもご

ざいまして、新規の顧客社数に関しては反転できそうなめどが立ってきていることと。 

あとは既存のお客様も、要は識学基本サービスが始まって、サービスの品質がしっかり上がってい

く前の人たちがまだまだ比率として結構多くおられまして。その方々の解約が多いところがござい

ましたので、解約率も一定抑えることができることと、新規も増えていくと、めどは分からないの

ですけれども、早々になんとかしていきたいと思っています。 

FSE の株式保有と売却に伴い、得たことと反省を総括して教えてくださいということでございます

が、反省点はスポーツビジネスに対する見込みが非常に甘かったというところかと思っています。

売上のほうは当初想定どおりというか、2 億円から 8 億円、9 億円と、それぐらいのレベルまで、

4 倍ぐらいにすることができたのですけれども、競争の激しい B リーグにおいてはチームを強化す

るところに一定、費用をかけていかないとジリ貧に終わってしまう。 

頭では理解していたのですが、それがここまでかかる費用が変わってくるところに関しては、しっ

かりイメージできていなかったかと思っています。 
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得たことは地方の行政とのつながりであったり、本当の意味で地方創生で企業ができること、企業

に求められているところを体感できたところであったり、地方に根を張ってやっておられる企業の

皆さんとのネットワークであったりを得ることができたかと思っております。そういう意味では今

後の M&A 等にも生かしていきたいところがあります。 

あとは、今後さらなる識学の持分法適用会社になりましたけれども、ここで福島ファイヤーボンズ

がさらに世の中の注目を浴びるような存在になっていく。B プレミアという一番上のリーグにいく

ことは決まっていますので、そこで新たな筆頭株主の資金力を生かして、そこで日本一を達成する

ことができれば、福島というエリアを元気にした一つの功労者として、われわれ識学の名前も世の

中に広げることができるのではないかということでございます。 

ですので、得たことはありながらも、さらにここから果実は得られる座組にはなっていると思って

いるので、さらにもっと多くのことを得ていきたいと思っています。 

司会 [M]：ほかに質問のある方はいらっしゃいますでしょうか。いらっしゃらないようなので、質

疑応答を締め切ります。 

それでは以上にて、2027 年 2 月期第 1 四半期、Web 決算説明会を終了いたします。なお、弊社で

は積極的に 1on1 ミーティングを実施させていただいております。今後の成長戦略についても、よ

り詳細にディスカッションさせていただきたいと考えておりますので、何とぞよろしくお願いいた

します。 

本日はご参加、誠にありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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